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1 はじめに

追完請求権

追完権

2 基本方針の内容

1　追完請求権

2　追完権

⑴　趣旨・要件

債務者が自己の費用によっ

て追完を為す権利（追完権）

⑵　追完権行使の効果

「追完に代わる損害賠償」≪「追完権」≪「解除権」

特別連載

民法（債権法）改正
の個別論点とその問題点Vol.8

Ⅰ 追完請求権・追完権について
民法改正問題特別委員会 委員　藤 田 増 夫
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3 基本方針の主な問題点

1　追完に代わる損害賠償請求権の要件に係る文言・解釈

A  履行に代わる損害賠償
請求権【3.1.1.65】

「履行が不可能なとき、その
他履行をすることが契約の趣
旨に照らして債務者に合理的
に期待できないとき」

B  追完に代わる損害賠償
請求権【3.1.1.57】

「追完を債務者に請求するこ
とが、契約の趣旨に照らして
合理的に期待できないとき」

3

3

3 3

債権
3

者視点と債務
3

者視点というズレを生じさせないように整理

2　追完権の規定の要否

⑴　追完権の行使が実際に有効に機能する場面の検討
ア　追完を債務者に請求することが契約の趣旨に照らし

て合理的に期待できない場合

3 3 3 3

イ　追完を債務者に請求することが契約の趣旨に照らし

て合理的に期待できる場合

ウ

⑵　その他

追完の「権利」と追完の「義

務」との均衡
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⑶　まとめ

追完権及びその周辺規定が「裁

判規範」として有効に機能するか

1 公序良俗関係の改正提案の概要

1

2

［注1］　消費者契約の契約条項については、民法の特別法である消費者契
約法第8条～第10条の不当条項　規制の適用があります。なお、基本方針
では消費者契約法の民法への取り込み（一般法化と統合）が提案されてお
りますことは、月刊大阪弁護士会2009年10月号にて既報のとおりです。

2 公序良俗規定の一般原則の
基本的維持と文言修正

1　改正提案の要点

公

序または良俗

2　提案理由の要点

Ⅱ-1 公序良俗関係の改正提案
民法改正問題特別委員会 委員　山 本 健 司（49期）
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3 現代的暴利行為論に従った
新たな準則の制定

1　改正提案の要点

現代的暴利行為論に

従った新たな準則の制定

主観的要素

客観的要素

2　提案理由の要点

⑴　暴利行為の明文化の必要性

⑵　伝統的な暴利行為論の修正

意思決定過程に関する主観的要素

法律行為の内容に関する客観的要

素 両者の相関関係によって不当性を判断

⑶　伝統的な暴利行為論との具体的な差違とその理由

ア　主観的要素

イ　客観的要素

4 約款規制の導入

1　改正提案の要点
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新たな不当条項規範の導入

2　提案理由の要点

⑴　約款規制の必要性

⑵　約款条項に関する一般条項の導入提案

⑶　約款条項に関する具体的な不当条項リストの導入提案

具体的な不当条項リスト

［注2］　約款の定義（【3.1.1.25】）
多数の契約に用いるためにあらかじめ定式化された契約条項の総体。

ブラックリスト7例

グレー

リスト6例

5 まとめ

リスト内容が不十分ではないか
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1 はじめに

交渉を不当に破棄した者の損害賠償責任

交渉当事者の情報提供義務・

説明義務

2 交渉を不当に破棄した者の損害賠償
責任【3.1.1.09】

<1> 　当事者は、契約の交渉を破棄したということ
のみを理由としては、責任を問われない。

<2> 　前項の規定にかかわらず、当事者は、信義
誠実の原則に反して、契約締結の見込がない
にもかかわらず交渉を継続し、または契約の締
結を拒絶したときは、相手方が契約の成立を
信頼したことによって被った損害を賠償する責
任を負う。

例外的な信義則違反の場合

契約締結の見込みがないにもかかわらず交渉を

継続した場合と 契約の締結を拒

絶した場合

交渉途中で契約締結の見込

みがなくなった場合

Ⅱ-2 交渉当事者の義務
民法改正問題特別委員会 委員　上 田 　 純
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3 交渉当事者の情報提供義務・説明義務
【3.1.1.10】

<1> 　当事者は、契約の交渉に際して、当該契約に
関する事項であって、契約を締結するか否かに
関し相手方の判断に影響を及ぼすべきものにつ
き、契約の性質、各当事者の地位、当該交渉に
おける行動、交渉過程でなされて当事者間の
取り決めの存在およびその内容等に照らして、
信義誠実の原則に従って情報を提供し、説明を
しなければならない。

<2> 　<1>の義務に違反した者は、相手方がその
契約を締結しなければ被らなかったであろう
損害を賠償する責任を負う。

情報提供義務や説明義務の対象となる情報や

説明事項

例示列挙
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1 基本方針の概要

絶対的効力事由を見直し、相対的

効力事由化する

2 基本方針の問題点

1　概念の整理について

2　連帯債務の発生原因について

債務者が共同

で債務を負ったとき

Ⅲ 多数当事者の債権債務関係
民法改正問題特別委員会 委員　野 村 剛 司
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3　不真正連帯債務について

4　相対的効力事由の原則について

5　連帯債務者の一人に対する履行の請求について

基本方針では、連帯債務者の一人に対して履行を請求

しても、他の連帯債務者に対して、その効力を生じま

せんが（相対的効力）、連帯債務者間に協働関係があ

る場合には、他の連帯債務者に対して、その効力を生

じる（絶対的効力）としています

6　債務の免除、更改、時効の完成について

相対的効力事由にする
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1
④ 目的物の一部が利用できない、ある
いは一時的に利用できない場合の
法律関係

1　基本方針の概要

ア　目的物の一部が利用出来ない場合

ア　賃料債権の不発生

イ　解除

イ　目的物を一時的に利用出来ない場合

ア　賃料債権の不発生

イ　解除

2　問題点と意見

契約目的を達成出来ない場合

賃借人から

の解除要件である「契約目的を達成することが出来な

い場合」という文言について慎重に検討

2 ⑤転貸借をめぐる法律関係を明記

Ⅳ 賃貸借（2）
民法改正問題特別委員会 委員　橋 本 芳 則
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1　賃貸人と転借人との法律関係

ア　転借人による使用収益権限の対抗

イ　賃貸人の直接請求権

ウ　直接請求権の実効性確保

エ　前払賃料の対抗不可

2　原賃貸借契約の解除と転貸借契約の帰趨

ア　合意解除

イ　債務不履行解除（甲案、乙案併記）
ア　甲案

イ　乙案

ウ

3
⑥ 賃貸借の終了に際しての規定の修正・
追加（原状回復に関する規定、損害賠
償請求権の期間制限に関する規定）

1　基本方針の概要

ア　原状回復義務

イ　損害賠償請求権の期間制限

ア　時効に関する特則

イ　賃貸人の通知義務、失権効



月刊 大阪弁護士会 ̶ OBA Monthly Journal 2010.5　35

特別連載
OBA MJ 民法（債権法）改正

の個別論点とその問題点 Vol.8

2　問題点と意見

賃貸人の通知義務、失権

効を定めることについては、賃貸人に過度の負担を課

すものである

1 弁済に関する規定についての
基本方針の概要

2 弁済の効果について

1　基本方針の提案

【3.1.3.01】弁済の効果

〈1〉 　債務が履行された場合，債権は弁
済によって，消滅する。

Ⅴ 弁済
民法改正問題特別委員会 委員　北 村 　 真
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2　問題点

結論として完全に整理された形での用

語の統一は予定されていないような提案

用語の整理が一義的に可能かどうか

3 債務者以外の者による弁済と代位

1　基本方針の提案

「正当な利益を有する者」に用語を統一

2　問題点
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求償権を認め

ながら、任意代位を認めないとすることについては疑

問

第三者による弁済の効力と求償権及び代位の関係についての比較表
■民法474・499・500 ■基本方針

要件

効果

要件

効果弁済に関して 代位について 弁済に関して

債務の性質・当事者の
意思表示

利害関係（正当な
利益）を 債務者の意思に 債権者の承諾 正当な利益を 債務者の意思に

債務の性質が第三者
弁済を許さない場合

× × ×

弁済は無効（474Ⅰ）

× ×

弁済は無効

当事者が第三者弁済
を許さない旨の意思
表示をした場合

求償権は生じない 求償権は生じない

代位しない 代位しない

上記（債務の性質が
許さない・当事者が許
さない旨の意思表示
をした）以外の場合

有する × ×

弁済は有効（474Ⅰ）

有する ×

弁済は有効

求償権は生じる 求償権は生じる

代位する（500） 代位する

有しない
（474Ⅱ）

反しない

　
弁済は有効（474Ⅰ）

有しない

反しない

弁済は有効

求償権は生じる 求償権は生じる

ある 代位する（499Ⅰ）
代位しない

なし 代位しない（499Ⅰ）

反する ×

弁済は無効（474Ⅱ）

反する

弁済は有効

求償権は生じない 求償権は生じない

代位しない 代位しない

＊1　求償権が生ずる場合とは、委任、事務管理、または不当利得その他の規律に基づくことを前提とします。
＊2　「×」は要件の存否を問わない場合です。
＊3　網掛け部分が、現行民法と基本方針とで結論が異なる部分です。


